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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体移送カニューレ（５）と、容器（２）に充填された分析液（４）内で該液体移送カ
ニューレ（５）の浸入を検知するための容量性液位検知器とを備え、前記液位検知器が、
信号電極、対向電極および該信号電極と対向電極とのあいだの容量の変化を検知するため
の検知回路（２６）からなる分析装置用液体移送デバイスであって、
制御電極（１５）として機能する前記液体移送カニューレ（５）が、さらに制御電極（１
４）を有し、該２つの制御電極（１４、１５）のあいだに測定部（１６）が形成され、
該２つの制御電極（１４、１５）が、
該測定部（１６）を主として液体移送カニューレ（５）の内側に通すように配置され、
前記２つの制御電極のうちの少なくとも１つが、液体移送カニューレ（５）の先端部（５
ａ）の下端縁から上方に距離をおいて配置され、
前記検知回路（２６）が制御デバイス（３２、３６）を備え、
該制御デバイス（３２、３６）が、前記液体移送カニューレ（５）の測定部（１６）が分
析液（４）によって充填されたときに発生する抵抗（Ｒ）の変化を検知すべく構成されて
なる
ことを特徴とする前記液体移送デバイス。
【請求項２】
　分析ユニットの液体移送デバイスの液体移送カニューレ（５）内への分析液（４）の吸
入を制御する方法であって、
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前記液体移送カニューレ（５）の、容器（２）内に充填された分析液への浸入が容量性の
液位検知器によって検知され、該液位検知器が信号電極と、対向電極と、該信号電極およ
び対向電極のあいだの容量の変化を検知する検知回路とからなり、
前記液体移送カニューレ（５）を分析液によって充填することを制御するために、液体移
送カニューレ（５）の制御電極（１４、１５）間に形成された測定部（１６）の抵抗（Ｒ
）における変化が制御デバイス（３２、３６）によって制御され、
前記制御電極（１４、１５）が、測定部（１６）を主として液体移送カニューレ（５）の
内側に通過させるように配置され、前記制御電極の少なくとも１つ（１４）が、前記制御
電極（１５）の１つを形成する液体移送カニューレ（５）の先端部（５ａ）の下端縁から
上方に距離をおいて配置されてなる
ことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、液体移送カニューレと、容器に含まれた分析液内への該液体移送カニューレの
液浸を検知するための容量性液位検知器とを有する分析ユニット用の液体移送デバイスで
あって、前記液位検知器が信号電極、対向電極および該信号電極と対向電極とのあいだの
容量の変化を検知するための検知回路を有する液体移送デバイスに関する。本発明は、ま
た液体移送カニューレ、すなわち適切に設計された液体移送カニューレ内への分析液の吸
い込みを制御するために関連づけられた方法に関する。
【０００２】
【従来の技術および発明が解決しようとする課題】
体液（とりわけ血液）を分析するために用いられる分析装置において、液体移送デバイス
は分析液（とりわけ液体サンプルまたは試薬）を移送するために要求される。一般的な液
体移送デバイスは、たとえばピペットである。ピペットは第１の容器の外でサンプルまた
は試薬を吸い込み、第２の容器のみならずディスペンサに放出ために用いられ、液体移送
カニューレはホースを介して容量の大きい液体のストック(stock)に接続されている。該
液体のトック槽はポンプデバイスによりカニューレを介して吐出され得る。
【０００３】
本発明に関連して、一般的に液体移送デバイスとは、液体移送カニューレを用いて、あら
ゆる種類の液体移送作用（すなわち、液体の吸入および／または排除）を奏する分析装置
において、分析液内への液浸を促進するあらゆるデバイスをいう。当該液体移送カニュー
レは、たとえば中空ニードルであり、中空ニードルは、通常、金属または合成樹脂から製
造された薄いチューブから構成される。液体移送カニューレは以下、「カニューレ」とも
いう。他の知られた形態は、使用ののち新しいものと取り換えられ得る使い捨ての投与先
端部(dosing tip)である。投与先端部は、必要に応じて断面が変化する管状またはテーパ
ー状の形状を有することができ、金属または合成樹脂から製造され得る。
【０００４】
ニードルが分析液中に深く沈められるとき、比較的多量の液がニードルの外側に残ってい
る。その結果、投与の正確さが低下され得るだけでなく、過度の液が他の液を汚染し、そ
の後ニードルが汚染された他の液中に沈められる（これが、いわゆる「キャリーオーバー
(carry-over)」である）か、または経済的でないほどに大量の洗浄液が必要となるという
問題がある。
【０００５】
没水深さの監視を改善しうるために液体移送デバイスには、カニューレの分析液中への液
浸の検知のための検知デバイスが設けられる。当該検知デバイスとしては、通常、液位検
知器またはＬＬＤが用いられる。ニードルの先端が分析液内に数ミリメートル程度液浸し
たとき、没水運動を停止するために、液位検知器は、カニューレを分析液中に没水させる
ために用いられる垂直方向駆動装置に接続されている。キャリーオーバーの問題を防止す
ることに加えて、診断に影響を及ぼす測定誤差へと導き得る空気の吸入されないことを確
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実にしなければならない。このため、最小の没水深さが維持されなければならず、この深
さは約０．１ｍｍ～５ｍｍであり得る。
【０００６】
カニューレの垂直位置は、同時に、個々の容器内の液体のレベル（液位）の表示を与える
。このため、液位検知器は、個々の容器内の液体の量の監視を測定し、たとえば試薬の供
給が過多になると、試薬ボトルが交換されなければならないことを伝えるための信号を出
す。
【０００７】
液位検知器の構成の従来の原理は、カニューレと、該カニューレの先端に設けられた電極
とのあいだの電気抵抗の測定に基づいている。カニューレと電極とは、互いに電気的に絶
縁されているため、両者のあいだの電気抵抗は、乾燥状態ではひじょうに高い。カニュー
レおよび電極が没水されたとき、サンプル液は導電性の接続を与え、その結果、電気抵抗
が突然変化する。この信号は簡単な電子機器を用いて信頼し得る程度に検知され得る。し
かしながら、この方法には、カニューレおよび電極が液中に浸入されなければならず、過
度の液体が不可避的に残るという欠点がある。キャリーオーバーおよびこれに関連して減
少した正確さにかかわる叙上の問題は、使い捨ての投与先端部が用いられるときは別であ
るが、かかる欠点により惹起する。
【０００８】
この点において容量性の液位検知器は優れている。液中へのカニューレの浸入のための検
知信号は、交流電源を含む電子式回路を経由して２つのセンサー電極のあいだの電気容量
の変化によって与えられる。第１の電極は、通常、カニューレ自体（金属から製造される
か、または導電性を有するように金属化された合成樹脂から製造される）であり、交流電
源（信号電極）の熱端子(hot terminal)に接続されている。通常接地されている対向電極
は、従来のデバイスの液体容器の外側に設けられている（容器の底の下側および容器の側
壁の回りに部分的に設けられている）。この電極は、通常、容器支持部の一部である。カ
ニューレの先端が液中に浸入すると、信号電極と対向電極とのあいだの容量は変化するが
、これは液体の導電性および誘電特性に帰する。
【０００９】
かかるタイプの液位検知器は、ヨーロッパ特許出願公開第０　１６４　６７９号公報、米
国特許第４，８１８，４９２号明細書およびヨーロッパ特許出願公開第０　３５５　７９
１号公報に記載されている。かかる公報にはより詳細な説明が含まれており、本明細書に
それらの完全な開示が盛り込まれている。
【００１０】
容量性の液位検知器の根本的な問題は、流体中に浸入した際の容量の変化が、たとえば、
接続ケーブルと増幅器の入力部との「干渉容量(interfering capacitance)」などの他の
避けられない容量と比較してきわめて小さいことである。それゆえ、有用な信号と干渉信
号との比率は小さい。これによる特定の問題は、干渉容量の一部が一定でなく、時間関数
として比較的急激に変化し得ることである。運動している物体（すなわち、自動化された
分析システムの一部、該システムを用いている人の手や体の一部）によって惹起される容
量性の干渉の場合に、この問題が惹起する。複数の運動する要素を有する全自動の分析装
置の場合、かかる干渉は実際上避けられない。
【００１１】
ヨーロッパ特許出願公開第０　３５５　７９１号は、膜(membrane)が接触する際に基準信
号を調整し、ニードルのその後の下向きの運動のあいだ固定された基準信号に対する差異
を検知することによって、この種の特定の問題（蓋を閉塞している膜による干渉）に言及
している。この方法は特定の問題に向けられている。基準信号の固定と液面の検知とのあ
いだで変化する干渉容量は検知における誤差へと導く。
【００１２】
米国特許第４，８１８，４９２号明細書に記載された液面検知器は、ブリッジ回路の助け
でリードの干渉容量のために補償している。他の容量性の干渉は、これによって解消され
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ないが、この特定の形態における不適切な検知へと導く虞がある。
【００１３】
干渉に対して改善された抵抗と、より信頼できる操作性を有する液位検知器を有する分析
装置用液体移送デバイスはヨーロッパ特許出願公開第０５５５７１０号公報から知られて
いる。この公報は、液体移送カニューレを含み、電圧ホロワ回路に接続された補償回路を
経由した能動的なシールドを有する同軸状電極の形態を提案している。その有利な改良に
おいて、追加の遮蔽電極が一定のポテンシャルの対向電極として機能している。
【００１４】
能動的に遮蔽し、基準電極を伴う当該同軸状の形態（とりわけ、３軸の形態）は、特に調
整や修正をすることなく、かつ周辺の装置の構造上の細部から独立して、液体の充填量お
よび誘電特性やカニューレにより到達され得る装置内のすべての位置での液位の検知を促
進する。信号の経路は、ニードル先端から容量的に液面へ、そして液面に沿った概念上の
導電体に沿うこの点から容量性の信号経路を経由して、付随する基準電極まで導き、その
結果、液柱の下部は無視できる効果を奏するので、これは正しい。それゆえ液位検知器は
、先端近傍における容量の変化に対してきわめて鋭敏に反応するので、環境上の影響はそ
れほど検知を歪曲することはない。
【００１５】
しかしながら、液体移送ニードルの先端の近傍における極端に良好な感度が不利でもあり
得ることが分かった。なぜなら、ニードルの先端がまだ液体の実際の表面に達していない
ときでさえ、先端近傍のすべての湿ったフィルムは、圧縮性のファームフルード(firm fl
uid)として検知されるからである。これを回避するために、予測し得る充填レベルでの引
き続く変位または複数の挿入、圧力測定もしくは確からしさ(plausibility)のチェックな
どの特別の複雑なエラー校正策が開発されることができ、適用される。
【００１６】
とくに、フォームまたは石鹸の泡状の構造は、液面の検知を歪曲し得る液体のフィルムを
構成し得る。かかる構造は、比較的町寿命であり、液体移送ニードルの貫通によって破壊
されるとは限らない。かかるフォーム層または石鹸の泡状の構造は、たとえば血清プラス
マの抽出用の血液サンプルの遠心操作のあいだ、薬のラックパック(rack-pack)の輸送の
あいだ、ストレプタヴィディン(streptavidin)によって被覆されたいわゆるビーズの懸濁
または攪拌によって純血種のサンプルを振り動かすときに起こる。このタイプのフォーム
層は、通常、２～５ｍｍの厚さである。容器のカラー部に形成された泡は、薄い液体移送
カニューレによっては多くの場合はじかれない。
【００１７】
追加の温度依存性の抵抗によってフォームを認識する課題を解決している容量性の液位検
知器を備えた液体移送デバイスは、１９９９年５月６日付で出願公開されたヨーロッパ特
許出願公開第０９１３６７１号公報において提案されている。
【００１８】
液体移送のあいだに起こるさらなる問題は、もし移送された液体が投与されないか、また
は正しく投与されないならば、エラーによって不適切な分析結果を出すことが無意識に起
こりうるという事実にある。この理由は液体上のフォーム層または石鹸の泡状の構造にあ
るばかりでなく、たとえばカニューレの機械的な欠陥、カニューレの閉塞または容器の底
にカニューレが突き当たることにもある。
【００１９】
カニューレの機械的な欠陥は、もし使い捨ての投与先端が用いられるならば、決定的であ
る。かかる機械的な欠陥は射出成形によって発生し、アットランダムにしか機械的な欠陥
の検査をすることができない。使い捨ての投与先端の全数チェックは可能でない。したが
って、溝や孔などの欠陥のある使い捨ての投与先端が知らず知らずに用いられ、正しくな
い投与および誤った分析結果で頂点に達する(culminate)という危険性が基本的に存在す
る。
【００２０】
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カニューレによる液体の吸い込みのあいだに発生するクロット(clot)とも記載される閉塞
、またはカニューレの容器の底部への突き当たりは、原則として検知することができる。
液体を吸い上げようとする試みにおいて、高真空がカニューレ内で確立しているという事
実に帰する。しかしながら、かかる欠陥を検知するための真空測定装置の余分なコストは
比較的高い。投与を制御するためにとくにコストがかかる方法は、血液銀行用の免疫学的
分析(immunology-analyzer)の場合に知られており、あらゆる投与操作がビデオカメラお
よび画像処理によって制御される。
【００２１】
容量性の液位検知器については、投与の制御は現在のところ知られていない。投与を制御
するために液体が放出されるとき、容量性の液位測定から入手できる信号を使用すること
は実際には想像される。しかしながら、信号の高さおよび形状は、たとえば容器の形状、
容器のタイプ、充填高さ、伝導性の環境などの個々のパラメータに依存しているため、比
較的不確かである。多数開のピペット操作の後の液体の吐出のあいだの信号の制御は、き
わめて困難であり、種々の信号の形状のために信頼できない。また、泡と液体との区別が
ほとんどできないことは、容量性の液位検知の場合は決定的である。
【００２２】
２つの電極から構成された検知器が、気泡を検知するための測定部を形成している液体チ
ャネル内に配列された液体を分析するための装置は、米国特許第５，００５，４３４号明
細書およびヨーロッパ特許出願公開第０５２７０５９号公報から知られている。しかしな
がら測定部は、いずれの場合も液体移送カニューレの上部に設けられるという欠点を有し
ている。
【００２３】
もし電極間の測定部が液体で充填されているならば、気泡検知器だけが正しい液体移送を
示す。これは、投与量がカニューレの容積より大きいことを要求するため、数マイクロリ
ットルの領域内の僅かな量の液体の投与が可能でないか、またはつぎの投与において排出
される量より多い量の液体が吸い上げられたときだけ可能となる。後者は、キャリーオー
バーの可能性が高い、投与の正確さが低いという欠点を有しており、そのうえ面倒なカニ
ューレの洗浄が必要となる。
【００２４】
さらなる不利な点は、もし気泡検知器が液体の存在を認識したときでさえ、検知されてい
ない気泡がカニューレ先端の下端と気泡検知器とのあいだに存在し得るのであり、不正確
な投与へと導く。加えて従来の気泡検知器は、使い捨ての投与先端の使用のためには適し
ていない。なぜなら、移送された分析液と接触しなければならないため、使い捨ての投与
先端を交換することによって達成されたキャリーオーバー効果をなくすることができない
からである。さらに、液中のカニューレの浸入が検知されたときの信号の一般的に小さい
変化によりとくに困難である非容量性の液位制御が、叙上の２つの文献に詳細に述べられ
ている。
【００２５】
米国特許第５，０４５，２８６号明細書から液位検知器が知られており、液中へのカニュ
ーレ先端の浸入が、該先端の下端での導電性を測定することによって検知される。しかし
ながら、この方法は比較的遅く、先端が当該先端の外側で導電フィルムを形成している泡
に浸入したときに不正確な投与へと導き得る。なぜなら、液体が吸い上げられていないこ
とをシステムが認識していないからである。
【００２６】
米国特許第５，８５５，８５１号明細書から容量性の液位検知器が知られており、このも
のはカニューレ先端の近傍に追加の導電性測定部(conductivity measurement)を有してい
る。先端が液中にあまりにも深く没水していて洗浄しなければならないか否かをチェック
するために、導電性は先端の外側で当該先端の下端の直上で測定される。この知られたデ
バイスは、気泡がカニューレ内に吸い込まれた否かを認識できず、望まれない液体が外側
に存在しているか否かを認識しているにすぎない。
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【００２７】
本発明の目的は、ヨーロッパ特許出願公開第０５５５７１０号公報から知られた、能動的
に補償された電極と対向電極として作用する遮蔽電極とを備えた３軸配列の容量性の液位
検知器を、圧縮性のソリッドな液体と泡または液体フィルムとを信頼できる程度に区別で
き、少量の投与の場合に空気または液体が吸い上げられたか否かをチェックできるように
構成することである。
【００２８】
【課題を解決するための手段】
　最初に述べたタイプの容量性の液位検知器を備えた液体移送デバイスの場合の目的は、
液体移送カニューレが２つの制御電極を有し、該２つの制御電極のあいだに測定部が形成
され、該２つの制御電極が、該測定部を主として液体移送カニューレの内側に通すように
配置され、前記２つの制御電極のうちの少なくとも１つが、液体移送カニューレの先端の
下端縁から上方に距離をおいて配置され、前記検知回路が制御デバイスを備え、該制御デ
バイスが、前記液体移送カニューレの測定部が分析液によって充填されたときに発生する
抵抗の変化を検知すべく構成されてなるという事実から達成される。
【００２９】
本発明は、カニューレが分析液中に浸入したか否かを制御し、空気または液体が液体移送
カニューレ内を吸い上げられたか否かをチェックするために、液体疎カニューレの液体チ
ャネル内に存在し、適切に機能しているときに分析液によって充填された測定部の電気抵
抗または対応する導電性が検知されるとのアイデアにもとづいている。本明細書において
測定部とは、カニューレに含まれた分析液を貫く導電路である。かかる電路は検知領域と
してリニアまたは３次元状に構成され、始点および終点（すなわち、端子部）は、２つの
制御電極である。
【００３０】
分析液の導電性は空気の導電性より高いので、このように測定部が空気を貫くかまたは分
析液を貫くか否かが検査され得る。もし本発明にしたがって測定部が主としてニードルの
内側を通過し、制御電極の少なくとも１つがニードルの先端の下端上にあるならば、制御
デバイスが泡内へのニードルの浸入を検知し得ることを保証する。なぜなら、泡は測定部
のひじょうに増大された導電性へと導き得ないからである。それゆえ測定部は、容量性の
液位検知器によって検知された液体内の没水をチェックし、検査するために用いられ、カ
ニューレ内の空気の取り込みを認識する。
【００３１】
原則として、容量性の液位検知器とは組み合わせない、測定部だけによる分析液の導電性
のチェックは、分析液内への没水および気泡の認識のために用いることができる。しかし
ながらかかる構成は、多くの適用例が検知速度に関する要望を満足させるためには、あま
りにも遅い。本発明の測定部による遅いチェックと鋭敏に応答する容量性の液位検知器と
の組み合わせは、２つの検知の可能性の利点を組み合わせるものである。
【００３２】
本発明は、取り出したとき、そして液体を吐出したときの測定部の抵抗値を監視すること
によって、液体移送カニューレを備えた液体移送の質的な制御を可能にする。多数回のピ
ペッティングでは、カニューレ内に吸い上げられ、別々の泡によって分割された個々の液
体のステージ(stage)が特定され得る。なぜなら、別々の泡が測定部の抵抗値を変化させ
ているからである。液体移送の質的な制御は、分析液が取り出されるか、または吐出され
る投与速度が知られている場合に可能であり、測定部の抵抗値が変化するまで経過してい
る時間が測定される。
【００３３】
空気の取り込み、いわゆるクロットによる液体チャネルの閉塞または容器底部への投与カ
ニューレの突き当たりなどのカニューレの欠陥は検知され得る。なぜなら、分析液が測定
部に到達しないか、または測定部を充填しないので、その抵抗値が変化しないからである
。それゆえ本発明は、質的な投与制御が可能であるので、分析液がカニューレ内に取り込
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まれているか、またはカニューレによって吐出されているかがチェックされ得るという利
点がある。そのうえ、移送された分析液の質的な投与制御が可能である。さらなる利点は
、泡が信頼し得る程度に検知され、分析液の表面が確実に検知されることができ、その結
果、液体の移送が常に正確であるとの事実にある。投与ニードルの閉塞を示すために、厄
介な真空の測定が不必要である。したがって、本発明は当業者が長年にわたり達成に努力
してきた目的を達成したのである。
【００３４】
好ましいさらなる特徴によれば、液体移送カニューレ、とりわけニードルの先端が制御電
極のうちの１つを形成することが提案されている。もしカニューレが制御電極のうちの１
つを形成するならば、製造にかかわる費用および測定部の抵抗を測定するために必要な技
術的な努力が減少される。この場合制御電極は、対応する配線のレイアウトおよびカニュ
ーレの適切な材料によってカニューレのいかなる点に位置づけられ得る。もし先端が制御
電極を形成するのであればとくに有利である。なぜなら、測定部がほとんど先端に隣接し
て通過するからである。
【００３５】
他の有利な特徴は、測定部が、液体移送カニューレが分析液中に没水するときではなく、
分析液が液体移送カニューレ内を吸い上げられるときのみに分析液を完全に通過するよう
に先端の下端から離間して配列され得ることである。その結果、分析液中に没水された液
体移送カニューレによる液体移送の正確な制御ができる。なぜなら、制御電極間の測定部
は、分析液が取り出されたときだけ抵抗値を変化させるからである。
【００３６】
カニューレの全長にわたって被覆することは、測定部には必要ではない。可能な限り小さ
い投与量の制御を促進するために、測定部がカニューレの最小の長さだけ被覆し、先端か
ら離れすぎていない個所に設けられることが望まれる。
【００３７】
もし、測定部の下端がカニューレ先端の下端上に配列されるならば好ましい。その結果、
湿った下部制御電極や、分析液に対してすでに反応している測定部を有することなく分析
液中にカニューレを僅かに没水することができ、その結果、取り出された気泡は信頼し得
る程度に検知され得る。測定部の下端は先端の下端上０．５ｍｍ～５ｍｍであることが好
ましい。
【００３８】
信頼し得る程度に小量の分析液を制御し得るためには、測定部の抵抗値の変化が発生する
前に、多くの分析液が液体移送カニューレ内を吸い上げられないように測定部が先端に隣
接していると有利である。さらなる有利な特徴によれば、測定部の上端が先端の上０．５
ｍｍ～３０ｍｍの範囲で該先端に隣接していることが好ましい。
【００３９】
本発明の容量性の液位検知器との組み合わせにおける測定部の追加の導電性の測定は、原
則として、すべての容量性の液位検知器に関して有利であるが、液体移送カニューレの容
量が接地に対して測定されているか否か、または液体移送カニューレが同軸状の電極構造
体の一部であるか否かに依存する。一般的に測定部の制御は、容量性の液位検知器が、サ
ンプル、ローター、試薬容器、静電荷など周囲の容量の変化に対して極端に敏感であり、
とくに液体移送カニューレの先端のまわりの容量の変化に対してとくに極端に敏感である
ように構成されるならば、常に有利である。これに対して測定部の制御は、もし検知され
た液体自体の大部分が信号経路に取り込まれるならば、泡の認識の際に実質的な利点を有
することはない。なぜなら、この場合、泡の形成が液面の検知に実質的に影響を及ぼさな
いからである。
【００４０】
本発明は、それゆえ、ヨーロッパ特許出願公開第０５５５７１０号公報の同軸状の電極構
造体を備えていることが好ましい。同軸状の電極構造体の場合、電圧ホロワ回路および／
または対向電極としての遮蔽電極に接続され、液体移送カニューレの先端領域に延びる補
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償電極を有することが有利である。
【００４１】
第１の好ましい追加の特徴は、液体移送カニューレが同軸状の電極構造体の一部であり、
該液体移送カニューレが、液体移送カニューレに加えて、該液体移送カニューレを取り囲
み、該液体移送カニューレと絶縁された少なくとも１つの同軸状の電極を有してなる事実
にある。追加の有利な構成上の特徴は、同軸状の電極構造体が信号電極を取り囲む遮蔽電
極を有しており、該遮蔽電極が一定のポテンシャルで存在し、対向電極として作用すると
いう事実にある。
【００４２】
さらなる有利な特徴は、検知回路が交流電源および電圧ホロワ回路を有し、該電圧ホロワ
回路の入力部および出力部が、信号電極および補償電極を構成している同軸状の電極構造
体の近傍の２つの電極に接続され、その結果、信号電極と補償電極とのあいだの電位差は
なく、信号電極と補償電極とのあいだの容量が補償されることである。さらなる有利な特
徴によれば、同軸状の電極構造体の第１の電極は液位検知器の信号電極であり、電圧ホロ
ワ回路の入力部に接続され、信号電極に隣接する同軸状の電極構造体の第２の電極は電圧
ホロワ回路の出力部に接続されている。
【００４３】
信号電極としての液体移送カニューレが電圧ホロワ回路に接続され、補償電極としての隣
接する同軸状の電極が電圧ホロワ回路の出力部に接続され得ることが有利である。
【００４４】
【発明の実施の形態】
図１に示された液体移送デバイス１は、複数の容器２の１つから分析液を除去し、当該分
析液を他の容器内に移送する。複数の容器２はローター３または他の種類の移動自在の容
器サポートの上に位置づけられている。実際には、自動式の分析装置は、通常、複数の容
器サポートを備えている。容器の容量は、たとえば約４００マイクロリットル～４０ミリ
リットルの範囲であり、移送量は約１０～１００マイクロリットルであり、分割(resolut
ion)の量は約０．２５マイクロリットルである。３７℃における培養のために、液体は培
養ローター上のマイクロキュベット(micro-cuvette)内で調剤され、それによって充填レ
ベルが決定されなければならない。
【００４５】
約０．４ｍｍの内径を有する液体移送カニューレ５は、垂直カラム７を有するカニューレ
運搬デバイス６上に設けられる。該垂直カラム７は、図示されていない垂直ドライブと、
旋回アーム８とによって上下に移動され得る。このようにしてカニューレ５は旋回円９に
沿って種々の場所に位置づけられ、複数の容器２の１つの中に下降され得る。このような
液体移送デバイスは知られており、たとえば、適切な駆動機構についてはヨーロッパ特許
出願公開第０　４０８　８０４号公報に言及されている。
【００４６】
　図２は、第１の液体移送カニューレ５を貫いた破断図であり、該第１の液体移送カニュ
ーレ５は本発明のニードルとして形成される。第１の液体移送カニューレ５は、２つの同
心状のチューブ１０、１１を備えている。当該２つの同心状のチューブ１０、１１は、い
ずれも金属または導電性の合成樹脂から製造され、かつ絶縁材料１２によって互いに絶縁
されている。チューブ１０、１１は、カニューレ５の先端部５ａの領域の方向に延びてお
り、これによって外側のチューブ１０は下端において真っ直ぐに延びるアドオンピース１
３を有している。
【００４７】
　外側のチューブ１０は、分析液中へのカニューレ５の浸入（液浸）を検知するための容
量性の液位検知器の信号電極を形成している。カニューレ５は、モータ駆動により分析液
の方向に下降する。先端部５ａが液体または泡と接触すると、容量性の液位検知器は導電
性の媒体との接触を認識する。最小の浸入深さを達成するためにドライブがさらに動きつ
づけるので、先端部５ａは充分に浸入される。ついで投与ポンプ(dosing pump)が、カニ
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ューレ５の内部に含まれた補助流体によって分析液から特定の体積だけ吸い上げる。当該
補助流体は空気またはシステム流体であり得る。システム流体を用いるとき、または多数
回のピペット操作を行う場合、もし小量の分離した気泡が吸い上げられた個々の液体層間
に存在するならば、有利である。
【００４８】
　内側のチューブ１１の下端がカニューレ５の先端部５ａの下端部の上で終端している。
内側のチューブ１１および外側のチューブ１０の下部は、いずれも制御電極１４、１５を
形成している。制御電極１４、１５のあいだには、測定部１６が形成されている。制御電
極１４、１５は、吸い上げられた分析液によって検知され得るように導電接続されている
。
【００４９】
カニューレ５が分析液中に浸入され、分析液が投与ポンプによって吸い上げられると、分
析液が取り出されたか否かが、測定部１６を介してチェックされる。もし下降運動中にカ
ニューレ５が液面に到達しておらず、泡内で停止いると、主として空気が内部に吸入され
る。その結果、測定部１６に沿って制御電極１４、１５のあいだに引き起こされた導電性
は分析液が取り出されたときの導電性より低いので、分析液または泡のいずれが吸い上げ
られたかを決定することができる。また、分析液を投与した際に発生し得る他のエラー源
は、この方法で測定部１６によって認識され得る。
【００５０】
液体移送カニューレ５は同軸状の電極構造体１１の一部であることが好ましい。ヨーロッ
パ特許出願公開第０５５５７１０号公報およびヨーロッパ特許出願公開第０９１３６７１
号公報には、同軸状の電極構造体と、電子回路と、利点および可能な置換体と、変形とが
言及されている。
【００５１】
図３に示された、液体移送カニューレ５の同軸状の電極構造体１８の実施例は、能動的な
シールドの補償電極として作用する同軸状の電極１９と、シールドとして機能する対向電
極２０とを備えている。個々の電極のあいだには、絶縁材料１２が存在している。もし必
要であれば、当該絶縁材料は誘電体(dielectricium)であってもよい。カニューレ５の外
側は保護コーティング２１が被覆される。該保護コーティングは、たとえば絶縁材料から
構成される。
【００５２】
　信号電極として機能する外側のチューブ１０は、補償電極１９および遮蔽電極２０によ
って周辺全体にわたって半径方向に取り囲まれており、当該電極に対して固定される。こ
れにより、同軸状の電極は先端部５ａを除いて液体移送カニューレ５の実質的な長さに沿
って軸方向に延びる同軸状の電極構造体１８の固定された部分である。その結果、外側の
チューブ１０と取り囲んでいる電極とのあいだには、相対的な運動は起こらない。補償電
極１９および遮蔽電極２０は、ニードル移送デバイスによって液体移送カニューレ５に沿
って上下に動かされるか、あるいは容器が、液体移送カニューレ５に向かう方向に分析液
に沿って上昇されたり、降下されたりする。
【００５３】
　液体移送カニューレ５と分析液とのあいだの相対的な運動のあいだ、補償電極１９を介
した能動的遮蔽により、信号電極として機能する外側の電極は、一般的に遮蔽されており
、その結果、カニューレの長さ全体は、その環境内のすべての４導電部と導電接続されて
いるわけではないが、下端において僅かな距離だけ突出している本質的に遮蔽されていな
い先端部５ａとは導電接続される。したがって、容量または容量の変化は、容量性の液位
検知のために適切である部位のみで検知される。
【００５４】
　図４に本発明の液体移送カニューレ５が示されている。当該カニューレ５は、使い捨て
の投与先端の形をとって構成される。その構造は図２に示されたカニューレ５の構造と対
応しているが、先端に向かうにつれて先細りになる形状に形成されている点で異なってい
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る。当該カニューレは合成樹脂からなる３つの同心状の層からなり、その外側の層１０お
よび内側の層１１は導電性を備えており、外側層と内側層とのあいだのセンター部は絶縁
材料１２から構成されている。また、層１０および１１の下部は、いずれも制御電極１４
および１５を形成しており、該制御電極１４および１５のあいだに測定部１６が形成され
る。該測定部１６は先端部５ａの下部から離間しており、カニューレ５の長手方向の領域
上を延びている。
【００５５】
図５には、システム液２２および気泡２３のある投与の場合の図２のカニューレ５が示さ
れている。この場合も、測定部１６は分析液の取り込みを制御するためばかりでなく、シ
ステム液２２および気泡２３を検知するために用いられ得る。これは図６に示されている
。すなわち、泡５６から吸い込まれた気泡２４だけが測定部１６の導電性の低下を引き起
こし、その結果、制御電極１４および１５間の導電性をチェックしている検知回路は、分
析液の代わりに該泡が吸い上げられたことを検知し得る。
【００５６】
図７は液体移送カニューレ５を備えた検知回路の概略を示しダイアグラムである。該液体
移送カニューレ５は図３に示したものと対応する。検知回路２６の２つの信号を評価する
制御回路を備えた移送デバイス６の概略が示されている。第１の信号２７は容量性の液位
検知の信号であり、第２の信号２８はカニューレ５の先端５ａに隣接して配列された測定
部１６による投与制御の信号である。カニューレ５は、ホース３６を介して図示されてい
ない投与ポンプに接続されている。
【００５７】
　カニューレ５が下降すると、スイッチ２９および３０が開放し、その結果、容量性の液
位検知は導電性の測定のために低インピーダンス負荷抵抗Ｒ２によって妨げられない。１
００ｋＨｚの周波数での容量性の液位検知のための励磁電圧が、約１００ｋΩの高インピ
ーダンス抵抗Ｒ１を介してカニューレ５の外側のチューブ１０に印加される。内側のチュ
ーブ１１との電気的接続は誘導(induction)を介して容量的である（すなわち、内側のチ
ューブ１１は外側のチューブ１０と電気的に接続されている）。カニューレ５が浸入され
ると、先端部５ａにおける四両は急激に変化し、その結果、抵抗Ｒ１における電圧は振幅
および位相が変化する。この変化は、前置増幅器３３、位相整流器３４およびローパスフ
ィルター３５によって直流電圧に変換され、容量性の液位検知の信号を形成する第１の信
号２７として制御回路２５に供給される。
【００５８】
容量性の液位検知が、カニューレ５が泡または欠点に関係しうる液体と接触したことを検
知したのち、カニューレ５は制御回路２５および位相デバイス６による最小の侵入深さを
保証するために、さらに数ミリメートルだけ下降する。そののち、測定部１６による制御
がなされ、第１のスイッチ２９および第２のスイッチ３０が閉じる。
【００５９】
内側のチューブ１１が、第１のスイッチ２９によって第２の発生器３２と接続されている
。測定部の導電性の検知のための第２の発生器３２は、第１の発生器３１よりかなり低い
低周波を発生する。この周波数は約１ｋＨｚである。抵抗Ｒ２は、第２のスイッチ３０に
よって測定部１６に加えられる。低周波数および低抵抗Ｒ２の浮遊の結果、容量性の誘導
は無視され得る（すなわち、導電性の測定が促進される）。
【００６０】
第１のスイッチ２９および第２のスイッチ３０が閉じられたのち、もし欠陥がなければ取
り込まれる分析液を測定部１６が完全に通過し得る程度の小量を吸い上げるために、図示
されていない投与ポンプが駆動される。もし導電性の分析液が先端部５ａの測定部１６内
に吸い上げられると、該導電性の分析液が制御電極１４および１５のあいだに導電部を形
成する。取り込まれた分析液中の電流は、測定部１６を介して第２の発生器３２から接地
(ground)まで流れる。
【００６１】
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測定部１６の導電性に比例する抵抗Ｒ２における電圧降下は、前置増幅器３３、位相整流
器３７およびローパスフィルター３８によって直流電圧に変換される。投与制御を実行す
るために、直流電圧は第２の信号２８として制御回路２５に供給される。もし測定部１６
が充分な高導電性を有していると、これは分析液が吸い上げられたことを意味する。一方
、吸入後に測定部１６の抵抗値が高すぎ、空気または泡が吸い上げられているなどのエラ
ー状態が存在するばあい、カニューレ５の浸入が妨げられるか、またはホース３６が漏れ
を有する。エラー状態を検査するために、カニューレ５は段階的(step by step)または連
続的に下降し、これによって、吸い込みと測定部１６の導電性の制御とが規則的かつ連続
的に行われる。
【００６２】
　図８は、液体移送カニューレ５が分析液４に向かって下降する際のローパスフィルター
３５の出力時の信号（第１の信号）２７のタイムダイアグラムを示している。先端部５ａ
は、時間（ｔ）がｔ＝０のときに、分析液４の表面からある距離だけ離間して位置づけら
れる。下降運動が継続されると、カニューレの移送速度は毎秒約１０００ステップとなる
。なお、１ステップは０．２ｍｍである。これによって、電圧がある速度でもって変化し
たか否かが１ミリ秒の規則的な時間間隔で調べられる。図中、サンプリング時間５７が垂
直方向の破線で示されている。
【００６３】
時間ｔ1において信号における急速な遷移減少(transient reduction)へと導く干渉が発生
する。かかる干渉は、たとえば、静電干渉または突発的に発生する泡によって引き起こさ
れ得る。しかしながら、カニューレ５の下降運動は、信号レベルの急激な低下によって停
止されない。むしろ、特定の値が干渉にさきだち最後に測定された基準値以下のままであ
るか否かが、この事象につづいて複数回の繰り返し（たとえば３回）調べられる。もし、
そうでない（たとえば、泡が破壊し、先端５ａが再度空気中に位置づけられる）場合、下
降運動が継続される。なぜなら、先端５ａが分析液中に飛び込んでいないことが認識され
ているからである。
【００６４】
　時間ｔ2において、信号レベルは再度急激に低下し、ひきつづいてなされた複数のサン
プリング５７のあいだ低レベルのままである。これは、先端部５ａが分析液４中に飛び込
んだか、または浸入によって除かれていない分析液上の泡の中に位置づけられてことを示
している。液体移送カニューレによる分析液４内への過度の飛び込みを防止するために可
能な限りできるだけ短い時間内になされなければならない決定は、容量性の液位検知器だ
けからの信号を用いてなされ得ない。たとえ没水運動が停止されても、つぎの３または４
のさらなる検査間隔および可能な決定条件が満足される（すなわち、信号の急激な落ち込
みが、特定の閾値に対する信号の積分およびトリガ、トリガ信号に先立つ基準値との比較
、および干渉を防止するための複数のサンプリングの積分によって認識される）ならば、
先端部５ａが実際に高密度の流体中に飛び込んだか否かを決定することはできない。
【００６５】
この問題を解決するために小量が吸入され、測定部１６の抵抗用の基準である信号２８が
用いられており、それに類似した時間の進展に伴う抵抗値の変化が図９に示されている。
時間ｔ1における干渉について、測定部１６は作用しない。なぜなら、分析液４がまだ吸
い上げられていないからである。
【００６６】
時間ｔ3において分析液が吸い上げられる。図９から、測定部１６の抵抗が減少すること
は明らかである。ただし、これは測定部１６が実際に吸い上げられた分析液４を通過する
ときだけである。たとえば、はじけない泡の場合、信号は破線で示された別の経路をたど
ることになる。したがって、たとえば下向きの運動が時間ｔ2またはｔ3において停止した
液体移送カニューレ５が分析液中に飛び込んだか否かが、時間ｔ4における測定部１６の
抵抗の測定によって区別されることができ、その結果、液体移送が開始され得るか、新た
な下降運動が開始され得るか、または下降運動が継続され得る。正確な液体移送のために
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、投与カニューレが液体の外に取り出されことができ、すでに吸い上げられた液体が吐出
されることができ、そして投与カニューレは、投与を完結するために前に見出された位置
に再度移動する。
【００６７】
その変形は、ひじょうに敏速な測定が要求され、液体移送に先立って測定部１６を用いた
その後の検査のための時間がないという臨界的な時間への適用にはきわめて興味深く、没
水動作の停止に引き続いて液体移送を開始することをもたらすのである。たとえば時間ｔ

3で容量性の検査が完了した。測定部１６における測定が、液体移送のあいだ実行された
。もし、抵抗の測定が、時間ｔ3において液体移送カニューレ５が分析液中に没水されて
いないことを示すなら、これは分析システムに送信され、サンプルの測定結果が遡及的に
捨てられるか、または信号が操作者に直ちに投与に問題がある旨の警報を発する。この方
法で、高いスループットが達成され得る。浮遊容量による容量性の液位検知器との干渉を
回避するために、制御電極１４、１５の配列は低容量でなければならない。これによる有
利な実施例は制御電極１４、１５を設けるか、または遮蔽電極と、補償電極とのあいだに
、その容量が電圧ホロワ回路によって補償された少なくとも１つのリードを設けることを
提案する。
【００６８】
測定部１６は、信号電極と制御電極とのあいだに形成され得る。この場合、測定部１６に
対して分離していないリードが必要とされる。なぜなら、たとえば液体移送カニューレ、
遮蔽電極または同軸状の電極がリードして用いられ得るからである。これは、検知されて
いる信号に対するさらなる容量性の干渉を回避する。
【００６９】
制御電極１４、１５は、表面を突出することがなく、平滑でなければならず、適切に機械
的に取りつけられ、電気的に接続されなければならない。また当該制御電極には、撥水性
のナノコーティング(nano-coating)が設けられ得る。当該制御電極は、ニードル５ａの先
端近傍の凹所もしくは開口部または耐化学薬品性の成形材料の型内に挿入され得る。
【００７０】
図１０および１１は図２のカニューレ５の製造方法を示している。予め製造された金属チ
ューブ１０、１１が互いに同心状に組み立てられる。金属チューブ１０、１１の下端に配
列された投与口とほぼ同一の直径を有する金属ワイヤ３９が、金属チューブ１０、１１を
貫いて供給される。金属チューブ１０および１１のあいだの間隙４０は、溶融することが
できるか、燒結しうる非導電性のパウダーまたは粒子によって充填される。このばあいの
金属ワイヤ３９は、金属チューブ１０、１１の半径方向の位置決めのために機能し、間隙
４０内に充填された材料が、投与口に入り込むことを防止する。金属チューブ１０、１１
は垂直方向に加熱され、間隙４０内の材料を溶融し、硬化し、その結果絶縁材料１２が形
成される。
【００７１】
硬化した絶縁材料１２は、間隙４０内の所定の高さに達する。間隙４０は完全に充填され
る必要はない。多くの適用例において、もし金属チューブ１０、１１の下端が、完全に充
填されている間隙なしに絶縁材料１２によって互いに位置づけられる。冷却後、金属ワイ
ヤが引き出され、その結果、図１１のカニューレ５が得られる。投与口への損傷を防止す
るために、金属ワイヤ３９が延伸され得る。その結果、該金属ワイヤの直径が減少する。
必要があれば、投与口の内側はホーニング加工またはこれと類似の方法によって平滑にさ
れる。
【００７２】
図１２～１５は、図４の使い捨ての投与先端の形をとった液体移送カニューレ５の製法を
示している。この場合、多数の要素からなる射出成形によって３つの層が製造される。
【００７３】
図１２は金型４１を示しており、該金型内には適切な寸法のマンドレル４２を備えている
。まず、内側の導電層１１が、金型４１とマンドレル４２とのあいだの凹所内のスリップ
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４３を用いて射出され、これによって、ワイパー(wiper)４４が形成される。導電性の合
成樹脂の層１１が硬化すると、マンドレル４２が金型４２から部分的に引き出され、さら
なるスリップ４５（図１３参照）によって充填され、図１３に示されるような絶縁層１２
を形成する。絶縁層１２が硬化すると、マンドレル４２は再び金型４１から引き出され、
図１４に示されるように、層１０が導電性の合成樹脂からスリップ４６を用いて射出され
る。硬化ののち、金型が開かれ、図１５に示されるように仕上げられたカニューレがマン
ドレル４２から抜き取られる。
【００７４】
【発明の効果】
能動的に補償された電極と対向電極として作用する遮蔽電極とを備えた３軸配列の容量性
の液位検知器を、圧縮性のソリッドな液体と泡または液体フィルムとを信頼できる程度に
区別でき、少量の投与の場合に空気または液体が吸い上げられたか否かをチェックできる
ように構成された分析装置の液体移送のための方法およびデバイスが提供され得る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施の形態にかかわる分析装置の液体移送デバイスを示す斜視図であ
る。
【図２】本発明の第１の液体移送カニューレを示す破断図である。
【図３】本発明の第２の液体移送カニューレを示す破断図である。
【図４】本発明の使い捨ての投与先端の形をとった第３の液体移送カニューレを示す説明
図である。
【図５】システム流体を備えた図２の液体移送カニューレを示す説明図である。
【図６】泡を吸い上げた場合の図５の液体移送カニューレを示す説明図である。
【図７】検知回路の略図が組み込まれた同軸状の電極構造体を示す破断図である。
【図８】容量性の液位検知器のタイムダイアグラムである。
【図９】測定部のタイムダイアグラムである。
【図１０】図２の液体移送カニューレの製法を示す説明図である。
【図１１】図２の液体移送カニューレの製法を示す説明図である。
【図１２】図４の液体移送カニューレの製法の第１工程を示す説明図である。
【図１３】図４の液体移送カニューレの製法の第２工程を示す説明図である。
【図１４】図４の液体移送カニューレの製法の第３工程を示す説明図である。
【図１５】図１２～１４の液体移送カニューレの説明図である。
【符号の説明】
１　　液体移送カニューレ
２　　容器
３　　ローター
４　　分析液
５　　液体移送カニューレ
５ａ　先端
６　　輸送デバイス
７　　垂直カラム
８　　旋回アーム
９　　旋回円
１０　　外側のチューブ
１１　　内側のチューブ
１２　　絶縁材料
１３　　アドオンピース
１４　　制御電極
１５　　制御電極
１６　　測定部
１８　　同軸状の電極構造体
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１９　　同軸状の電極
２０　　外側の電極
２１　　対向電極
２２　　システム流体
２３　　気泡
２４　　バブル
２５　　制御回路
２６　　検知回路
２７　　第１の信号
２８　　第２の信号
２９　　第１のスイッチ
３０　　第２のスイッチ
３１　　第１の発生器
３２　　第２の発生器
３３　　前置増幅器
３４　　位相整流器
３５　　ローパスフィルター
３６　　ホース
３７　　位相整流器
３８　　ローパスフィルター
３９　　金属ワイヤ
４０　　間隙
４１　　金型
４２　　マンドレル
４３　　スリップ
４４　　ワイパー
４５　　スリップ
４６　　スリップ
５６　　泡
５７　　走査時間
５８　　別の経路
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